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図図 11  現現在在運運行行中中のの市市販販のの自自転転車車タタククシシーー  
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近年、世界的な異常気象による自然災害が多発し、地球環境問題に危機感を覚える人が増え

てきている。このことは、人や物資の輸送手段にも影響を与えており、環境負荷が小さい自

転車の利用が見直されている。そこで本開発では、自転車を利用し、自転車の足りない部分である「大

きな荷物や人を乗せられる」という機能を付け足した車両開発をターゲットとした。取り組み当初は、

市販の自転車タクシーの代替を目指していたが、町の人の意見などから個人利用もできる車両という

ことで開発が進んでいった。結果的には約 2 年半で、環境問題を考慮した、人や物資を輸送できる 3

タイプの自転車ベースの車両（エコ・モビリティ車両）の開発につながった。         

II ははじじめめにに  

 

現在、政府が掲げる環境未来都市構想(1)により、環境

や高齢化などの課題に対応しつつ、持続可能な経済社会

システムを持った都市・地域づくりが進められている。

札幌市では、2008 年より、NPO 法人エコ・モビリティ

サッポロが環境に配慮した交通手段を活用したまちづく

りの一環として、市販の自転車タクシーを運行している。

2016 年 7 月からは、この取り組みをさらに発展させる

べく、株式会社 Will-E 他と産学官民連携によって「地

域オリジナルのモビリティ」を創造し、市民参加型のま

ちづくり及び地方創成を目指す取り組みが進んでいる。

本校でもその一翼を担い、環境問題を考慮した「地域オ

リジナルのモビリティ開発」について産学官民連携を

通して行うことになった。今回は、この開発を通して 2

年半、学生と共に取り組んだ成果を報告する。 

 

IIII 開開発発ののタターーゲゲッットト  

  

エコ・モビリティとは、環境に配慮した輸送手段を意

味する。現在、大きな環境問題として挙げられる地球温

暖化問題は周知のとおりで、排気ガスを出さない輸送手

段は以前から求められていた。 

そこで今回、排気ガスがゼロである自転車をベースと

した車両（自転車タクシー）を開発のターゲットとした。

これは、軽車両に分類され、車道の左側端に寄って時速

10km 程度で走行し、運転手も含め 3 人程度が乗車でき

る車両である。駆動力は、自転車と同じように人力を基

本とするが、電動アシストを付加することで運転手の負

担を減らして最小限のエネルギーで走行させる。現在は、

観光を中心とした近距離輸送手段として札幌市以外でも

いくつかの都市で実際に使用されている。札幌市で運行

している市販の自転車タクシーを図 1 に示す。 
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表表 11  22001166 年年度度開開発発車車両両（（11 号号車車両両））のの仕仕様様  

項 目 仕 様 

乗車定員 乗客 2 名、運転手 1 名 

最大積載量 285kg（乗員含む） 

全長×全幅×全高 3150×1100×1250mm 

ホイールベース 2500mm 

車両質量 82kg 

最小回転半径 3300mm 

駆 動 人力駆動のみ 

バッテリー なし 

灯火類 なし 

 

日本における自転車タクシーの運行は、戦後の輪タク

から始まり、一時期は役目を終え、姿を消していたが、

15 年ほど前から各地で環境に優しい交通手段という新

しい認識のもとで導入が行われている。車両については、

2005 年の愛・地球博では国内メーカーからも 3 台が発

表されていたが、現在、日本製の市販車両は見当たらず、

海外メーカー製のものを輸入し、運行している事例が多

数を占める。 

以上を踏まえて、我々は、近距離において人や荷物の

輸送に利用できる地域発の車両開発を目標とした。 

 

IIIIII 開開発発のの経経緯緯  

 

本校では、エコ・モビリティ車両の開発と銘打って

2016 年 10 月から開発を始めた。 

着想のきっかけは、前述したとおり、国内において、

市販の自転車タクシーが外国製のものしかなかったこと

にある。このため、自転車タクシーの購入コストが高く、

保守部品も入手が困難であった。また、機能面でも小さ

な坂道を超えるのに苦労し、バッテリーの持続時間が短

いなどの問題があった。これらの問題について、札幌市

で市販の自転車タクシーを運行していた NPO 法人エ

コ・モビリティサッポロが、株式会社 Will-E 等企業と

の間で相談を行っており、その後、本校にも地域連携に

より新車両を開発したいと話をいただいた。新車両の開

発は、2016 年 7 月に開催された産学官民合同ミーティ

ングで、車両開発部門として、本校を含め、苫小牧高専

チーム、企業チームの 3 チームがそれぞれ、オリジナル

モビリティを開発するコンペ方式で進めることになった。 

本校では、2016 年に 1 号車両（アシストなし）、2017

年に 2 号車両、2018 年には 1、2 号車両とは発想を変え

た電動アシスト付きのサイクルトレーラー（3 号車両）

を開発している。 

 

ⅣⅣ    各各年年度度のの開開発発車車両両  

  

１１    22001166 年年度度開開発発車車両両（（11 号号車車両両））  

2016 年度は、年度途中 10 月からのスタートであった

ことから、有志による参加で、応用課程生産機械システ

ム技術科の 1 年生 5 名が集まり、専門課程生産技術科 2

年生 2 名も加わったメンバーで開発を行った (2)。応用

課程 1 年生は、1 週間に空きコマが 1 つもなかった状態

で、全てが授業外での活動となったため、活動時間を確

保するのに苦労し、実質は2~3名を主体に開発を行った。

1 号車両の全体構成を図 2 に示す。また、車両の仕様を

表1に示す。計画では、電動アシスト部の開発は含めず、

人力駆動ができる車両開発を目標に置いていたので、完

成車両はこの時点の目標をほぼ達成できたが、課題点も

あり、以下のとおりである。 

1 号車両の目標 

・人力駆動が可能な自転車ベースの車両とする 

・人（運転手以外）や荷物の輸送ができる車両とする 

1 号車両の達成事項 

・人力による駆動が可能である（平地） 

・乗客 2 名と荷物の輸送が可能である（平地） 

1 号車両の課題点 

・ハンドルの切り過ぎによる横転の危険性がある 

・チェーンが外れやすい 

・チェーンから騒音がある 

・人力駆動で始動する場合にペダルが重い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２    22001177 年年度度開開発発車車両両（（22 号号車車両両））  

 2 号車両については、開発課題実習のテーマとして取

り上げ、1 年間かけて開発を行った(3)。 

２２－－１１    仕仕様様  

2016 年度開発 1 号車両については、イベント等で市

図図 22  22001166年年度度開開発発車車両両（（11号号車車両両））のの全全体体構構成成  

  

後輪２輪 

運転席 

前輪１輪 

後部座席 乗員 2名 

デファレンシャルギア 

クランク 
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表表 22  22001177 年年度度開開発発車車両両（（22 号号車車両両））のの仕仕様様  

項 目 仕 様 

乗車定員 乗客 1 名、運転手１名 

最大積載量 150kg（乗員含む） 

全長×全幅×全高 2150×1240×1200mm 

ホイールベース 1600mm 

車両質量 95kg 

最小回転半径 3900mm 

駆 動 
人力駆動＋駆動サポートモータ 

モータ：ブラシレス DC 200W 

バッテリー 
リチウムイオン  12V 36Ah×2 個 

鉛シールド  12V 9Ah（灯火類用） 

灯火類 前照灯、尾灯、方向指示器 

 

図図 33  22001177 年年度度開開発発車車両両（（22 号号車車両両））のの全全体体構構成成  

 

後輪 1 輪 

運転席 

前輪 2 輪 

後部座席 乗員1名  

バッテリー 
クランク 

モータ 

販の自転車タクシーと合わせて展示・紹介する機会があ

り、その際、一般の方から大きすぎる、もう少し小さけ

れば個人所有したいとの意見を複数いただいた。そこで、

2017 年度の開発はサイズダウンし、将来的に個人所有

できる車両開発を目標とした。そして、学生達と相談し

ながら現在の法規制にとらわれない自由な発想で開発を

行い、新しい近距離輸送手段の 1 つの形を世の中に提案

するという考えで1年間の開発に取り組むことになった。

2017 年度開発車両（2 号車両）の仕様を表 2 に示す。1

号車両に比べてサイズダウンするため、乗車人数は 1

名減の 2 名（運転手含む）とし、全長は 1m 短縮した。

また、人力駆動の他にモータによる駆動サポート機能を

搭載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２－－２２    構構成成  

2 号車両は 3 輪構造で、旋回時に安定性がある前輪 2

輪、後輪 1 輪の構成とし、駆動は後輪駆動としている。

人力駆動を補助するモータは、後部座席足元に収納し、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フロント部にバッテリーを配置している。運転席のハン

ドル周りには、駆動サポートモータ及び灯火類をコント 

ロールするスイッチ類がまとめられている。2 号車両の

全体構成を図 3 に示す。  

２２－－２２－－１１    フフロロンントト部部  

サスペンションは、ボディの重量を支え、走行中に生

じる力を受け止める。本車両のフロントサスペンション

には、ダブルウイッシュボーン式を採用している。上下

一対のA字型のアームとコイルスプリング及びダンパ、

ナックル等で構成され、高剛性で、車両が上下に動いた

際でもキャンバ角の変化が少なく、路面とタイヤとの接

地面の変化を少なくすることができる。フロントサスペ

ンションを図 4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ステアリング機構は、3 輪の旋回中心が一致し、旋回

時に横滑りが少なくスムーズな走行が可能であることか

ら、アッカーマン方式を採用した。2 号車両では、ステ

アリングシャフトの回転を直接タイロッドを通じてナッ

クルアームに伝え、タイヤが旋回するようにした。 

 タイヤは、20×1.75 インチを使用し、ホイールは手組

みした。また、ブレーキは油圧式ディスクブレーキとし

た。その他、前面にバッテリー収納スペースを設け、前

照灯および左右の方向指示器も取り付けた。ホイール及

び油圧ディスクブレーキを図 5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２－－２２－－２２    運運転転席席部部  

 運転席には、座席とハンドルがある。いずれも身長

170cm程度の運転者が運転するものとして設計している

が、体格の違う運転手に合わせてハンドルの角度や座席

図図 55  ホホイイーールル（（左左））及及びび油油圧圧デディィススククブブレレーーキキ（（右右））  

ハブ

クラ

ンク 

ブレーキキャリパー 

ブレーキローター 

キャリパーアダプター 

図図 44  フフロロンントトササススペペンンシショョンン  
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の高さ及び前後の位置を調整できるようにした。座席は、

ペダルの漕ぎやすさを優先するため、自転車のサドルを

使用し、ハンドルは、腕を無理に伸ばさなくても旋回で

きるようコの字形状にした。 

２２－－２２－－３３    リリアア部部  

 リア部は、1 輪構造となっており、乗客用の後部座席

が後輪の真上に配置してある。座席の後ろには尾灯・方

向指示器・ブレーキランプが設置されている。リア部を

図 6 に示す。 

後部座席には、乗り降りがしやすいようステップを設

けてあり、リアサスペンションは両持ちのスイングアー

ム方式を採用して、2 本のコイルスプリング及びダンパ

を配置している。また、後輪駆動となっているため、リ

アホイールハブの左右には人力駆動力とモータ駆動力を

伝達するスプロケットを配置している。 

タイヤは、20×2.15 インチを使用し、チューブには発

砲エラストマーを使用した中実チューブを採用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２－－２２－－４４    駆駆動動部部  

 駆動部は、運転者の駆動力とモータの駆動力の両方を

後輪に伝える。モータ駆動側は、チェーンとスプロケッ

トを介して駆動力を伝達するようにしているが、モータ

停止時には空転するようワンウェイクラッチを組み込ん

でいる。人力駆動側は、ペダル、クランク、チェーンな

どに自転車部品を使用し、自転車と同じように運転者が

ペダルを漕ぐことをやめたときも空転するようラチェッ

ト式のフリーハブを使用している。駆動部について図 7

に示す。 

２２－－２２－－５５    操操作作・・制制御御部部  

 運転者が駆動サポートモータを使用するには、ハンド

ルに設置されているコントローラのメイン電源スイッチ

（キースイッチ）をオンにする。駆動サポートモータは、

サポートボタンを押す力に応じてスピードを制御する。

サポートボタンを押す力は、薄型の圧力センサで測定し

ている。その他、コントローラには、バッテリー残量を

示す LED を複数配置し、残量が少なくなるのに応じて

点灯から消灯に切り替わり、運転者が確認できるように

している。また、前照灯、尾灯、左右の方向指示器のス

イッチがあり、これらの灯火類の電源として鉛シールド

バッテリーを使用している。コントローラを図8に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２－－３３  22 号号車車両両のの開開発発成成果果とと評評価価  

 2 号車両は、人力駆動に加えてモータ駆動も可能にし

たため、駆動系のチェーンの取り回しを複雑化した。全

体的には車重が重く、サポートモータの制御の改善が今

後望まれる。2 号車両の開発目標、達成事項、課題点は

以下のとおりである。 

2 号車両の目標 

・人力及びモータアシスト駆動が可能な車両とする 

・人（運転手以外）や荷物の輸送が可能な車両とする 

2 号車両の達成事項 

・人力駆動が可能である（平地） 

・ユーザ操作でモータ駆動が可能である（平地） 

・乗客 1 名と荷物の輸送が可能である（平地） 

2 号車両の課題点 

・ペダル踏力に応じたモータアシストが未達成で、人力

駆動で始動する場合にペダルが重い 

・クランクを回す足がフレームに干渉しそうになる 

・ハンドルが重く、最小回転半径が大きすぎる 

・旋回時に後部座席がふらつく 

・防塵・防水対策が不十分である 

 

３３    22001188 年年度度開開発発車車両両（（33 号号車車両両））  

 日本における自転車保有台数は、2018年の統計(4)では、

約 6600 万台で、1 世帯当りでは平均 1.266 台とほとんど

図図 66  リリアア部部（（左左：：全全体体図図  右右：：拡拡大大図図））  

 

ステップ 

尾灯&方向指示

器 

スイングアーム 

モータ駆動

用 

人力駆動 

コイルスプリング&ダンパ 

図図 77  駆駆動動部部（（左左：：全全体体図図  右右：：拡拡大大図図））  
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図図 88  ココンントトロローーララ  
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図図 99  22001188 年年度度開開発発車車両両（（33 号号車車両両））のの全全体体構構成成  
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アシストペダル 

開発車両 市販自転車 
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幌 

すべての家庭で自転車を保有している。このことから、

3 号車両は 1、2 号車両とは発想を変えて、新しい車両

というよりはむしろ保有している自転車を積極的に利用

できるよう後付け連結可能な車両の開発を行った。基本

コンセプトはこれまでと変わらず、近距離における人や

荷物の輸送手段の新たな選択肢となるよう開発すること

を目標として取り組んだ。 

３３－－１１  33 号号車車両両のの概概要要  

3 号車両は開発名を「電動アシストサイクルトレーラ

ーの開発」(5)として進めた。これは、自転車に連結して

使用するサイクルトレーラーと言われる車両に電動モー

タを搭載させたものである。3 号車両の全体構成、駆動

部をそれぞれ図 9、図 10 に示す。 

3 号車両は、1 名の乗車が可能で、足元または座席を

利用すればまとまった荷物も積載でき、自転車で牽引し

た際に負担を軽減できるようにアシストモータを搭載し

ている。アシスト制御を行うために、自転車のペダルを

踏み込む荷重データをペダルに埋め込まれた BLE

（Bluetooth Low Energy）装置から無線通信で開発車両

側のマイコンに送ることで、アシストモータの駆動制御

を行っている。 

3 号車両は、市販の自転車に連結・切り離しができる

ようにするために、ブレーキワイヤやコントローラにつ

ながる電線も接続・切り離しができるようにしている。

ここで言うブレーキとは、自転車のブレーキレバー（2

本引き）を引いたときに連動する開発車両側の補助ブレ

ーキのことである。また、コントローラは、自転車側に

取り付けて、バッテリーの残量表示（LED の点灯数で

示す）やアシストの ON/OFF ができるものである。仕

様を表 3 に示す。 

３３－－２２  33 号号車車両両のの開開発発成成果果とと評評価価  

 3 号車両の試運転の様子を図 11 に示す。3 号車両は、

目標にしていたことがほとんど達成できたが、ペダルや

連結部には改善が必要である。開発目標、達成事項、課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

題点は以下のとおりである。 

3 号車両の目標 

・市販自転車で牽引可能な車両とする 

・ペダルの踏力に応じてアシストが可能な車両とする 

・人や荷物の輸送が可能な車両とする 

・市販自転車に連結・切り離しが可能な車両とする 

 （工具を使用せず、簡単に可能なこと） 

・切り離し後はコンパクトに収納できる車両とする 

3 号車両の達成事項 

・市販自転車で牽引することが可能である（平地） 

・ペダルの踏力に応じてアシストが可能である（平地） 

・乗客 1 名と荷物の輸送が可能である（平地） 

・市販自転車に連結・切り離しが可能である 

項 目 仕 様 

乗車定員 乗客 1 名 

最大積載量 79kg（乗員含む） 

全長×全幅×全高 

（幌を除く） 

（展開時）1900×610×1250mm 

（折り畳み時） 

700×610×650mm（連結アーム除く） 

車両質量 41kg 

駆 動 自転車牽引＋駆動アシストモータ 

モータ：ブラシレス DC 165W 

バッテリー 
駆動用：リチウムイオン 18V 6Ah×2 個 

コントローラ用：鉛シールド 12V 0.7Ah 

灯火類 なし 

 

表表 33  22001188 年年度度開開発発車車両両（（33 号号車車両両））のの仕仕様様  

 

バッテリー 
制御回路基板 

ドライブシャフト 

デファレンシャルギア 

モータ& 

減速機構 

補助ブレーキ 

図図 1100  駆駆動動部部のの全全体体（（上上））とと駆駆動動伝伝達達機機構構（（下下））  

 

ブラシレスモータ 

歯車減速機構 

チェーン

伝動 

デファレンシャルギア 
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図図 1133  産産学学官官民民連連携携者者へへのの実実演演のの様様子子（（22 号号車車両両））  

  

図図 1111  開開発発車車両両（（33 号号車車両両））のの試試運運転転のの様様子子  

  

図図 1122  産産学学官官民民連連携携ででののイイベベンントト出出展展のの様様子子（（11 号号車車両両））  

  

・収納時は全長・全高で約 50%サイズに折り畳み可能 

3 号車両の課題点 

・連結・切り離しに微調整を要する（要工具） 

・専用ペダルの厚みにより、踏み込みにくい 

・アシストがスムーズでない（間欠的） 

・防塵・防水対策が不十分である 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

ⅤⅤ    開開発発をを通通ししたた学学外外ととのの交交流流  

  

 本取り組みは、地域ニーズによるもので、「EMV プ

ロジェクト」と呼ばれるプロジェクトの下、産学官民

が参加してはじまり、本校では、2 年半で 3 台の試作

車両を開発した。当初、予定していたコンペは実現で

きなかったが、産学官民連携者との情報交換や報告会

はもちろんのこと、さまざまな展示会やイベント、講

演会等に参加して、学生・指導員ともに学外との交流

の機会を多く持つことができた。学生達が学外に出て

臆することなく産学官民連携者と意見交換をしたり、

一般の人に対して自分達の活動の紹介や意見を聞いた

りする姿を目の当たりにして、改めて貴重な経験と広

い視野が得られたと確信できた。  

産学官民連携の一貫として出展した 1 号車両のイベ

ントの様子を図 12 に示す。また、2 号車両の産学官民

連携者への報告会における実演の様子を図 13 に示す。 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

ⅥⅥ    おおわわりりにに  

  

 今回の取り組みでは、低環境負荷のモビリティを実現

するという目標を掲げて自転車ベースの車両を開発して

きた。その結果、必ずしも利便性を追及したモビリティ

開発にはつながらなかったかも知れない。しかし、これ

からのモビリティは、単独で発展していくのではなく、

今後の社会情勢やまちづくりと密接に関わりながら共に

発展していくと考えられる。これはすなわち、その社会

に、そのまちに住む人々の意識改革によって、これまで

の利便性を追及する発展だけでなく、多少の不便さがあ

るが、地球環境と次の世代の人々を考えた発展の形があ

ると考えられる。このような考えから、我々は環境にや

さしい近距離輸送手段の新たな選択肢を提案するために、

人や荷物を運べるモビリティの開発を続けている。この

趣旨を理解して、産学官民連携者の協力も得ながら前向

きに頑張って成果を出した学生達には感謝申し上げる。 
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